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のが図 1に示すスマートグリッドと呼ばれる電
力需給システムです。スマートグリッドの特徴
は電力供給網と通信網を融合させたシステムで
す。このシステムは情報通信という仮想世界
（Virtual World）と電気エネルギーという実世
界（Real World）を結びつけるものでもありま
す。通信ネットワークの中核は光ファイバー
ネットワークを中心とした高品質で高速な通信
システムとそれらの末端部分で多くの情報収集
を行うワイヤレスアクセスネットワークから構
成されます。末端部分でワイヤレス方式が採用
される理由は設置の簡便性とコストの点で優れ
るからです。我々の研究室では無線通信方式と
いう観点からこのスマートグリッド用のワイヤ
レスアクセスシステムの研究を進めています。
図 2にはスマートグリッドを構成する重要な
要素であるスマートメータと双方向の通信を実
現するスマートグリッド用ワイヤレスアクセス
の実現例を示しています。このワイヤレスアク
セス方式に用いられる無線周波数は 2.4 GHz 帯
域や 920 MHz 帯域の利用が想定されています。
ワイヤレスアクセスシステムはスマートグリッ
ドに限らず、災害対策用システム、環境保全監

視システム等の様々な監視制御アプリケーションに対応できるプラットフォームとして望まれます。こ
のプラットフォームで使用されるワイヤレス端末の長年にわたる保守を簡易化するためには、どうして
も電池の交換を無くすことが重要です。これまで一人で数台の無線端末を保有している状況で、電池交
換を行うのであれば現実的です。しかし一人で数百、数千台といった無線端末を保有する時代になると、
電池交換するだけで大変です。この問題を解決するため、我々は ENTERPRICE M2M ネットワーク
（M2M network consisting of Enormous Number of TERminals without PRImary CElls）と名付けた
ワイヤレスアクセスシステムの研究を行っています。このシステムは、数百台から数万台に及ぶ端末数 , 
数 kbit/s から数 Mbit/s に及ぶ伝送速度、これら全ての監視制御アプリケーションの要求を統一的に扱
え、エネルギー供給も電池ではなく、エナジーハーベストやマイクロ波給電といった技術を用いて実現
しようと考えています。 
研究対象となるENTERPRICE M2M 無線ネットワークの要求条件の一つは、従来の無線 LANで想
定されていたアクセスポイント（基地局）毎のサービスエリア半径と比較して非常に大きいことです。
また , サービスエリア半径が大きいため , 競合型の媒体アクセス制御を用いる場合にデータフレームの
送信権獲得に際して互いに 競合（contention）する端末数が膨大となります。 

2．1　媒体アクセス制御
ENTERPRICE M2M 無線ネットワークを実現するために用いられる媒体アクセス制御はCSMA/CA

（Carrier Sense Multiple Access with Collision Avoidance）と呼ばれる方式です。この方式の原理につ
いて図 3を用いて説明します。この方式は別名 Listen before Talk 方式と呼ばれる方式です。会議で人

図 1　スマートグリッド

図 2　スマートグリッド用ワイヤレスアクセス
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が発言する場合のルールと同じです。つまり、「話す前には必
ず、他の人が話していないか確かめてから話せ」ということ
です。他の人が話している最中に自分も話しだすとそれ以外
の人は音声が混ざって何を言っているのか分からなくなるか
らです。しかしこの方法でも一人の人が話している時に、次
に話そうとする人が二人以上いると、最初の人が話し終えた

途端に次の二人の人が話し始めて、音声が混ざって困ります。同じことがM2M無線システムでも起こ
りえます。この事象を少なくするために考えられたのが下図に示すCSMA/CA方式です。

図 4　CSMA/CA方式

図 3の場合と同様に、他の端末がデータフレームを送信している時は、じっと聞いている必要がある
ので「ビジー状態」となります。そのビジー状態が終了するのを待って直ぐに自分のデータフレームを
送信しようとすると、他にも送信したい端末がある場合に、データフレームが互いに衝突してしまいま
す。それを避けるために、フレーム間の間隙分だけ送信を待った後に、各端末はスロットタイムの整数
倍となるランダムな時間だけ待つことが要求されます。つまり各端末は 0～ CW（Contention Window）
までの大きさを持つサイコロを振り、出た目の数だけスロットタイムを単位として待ちます。もし、自
分の端末が待っている間に他の端末が送信を始めたら、待ち時間を次ぎに持ち越して再度同じ動作を行
います。こうすることによって、ビジー状態で待っている端末同士が同時にデータフレーム送信をする
事象を少なくしています。偶然にも同じサイコロの目が複数の端末で出た場合は、仕方がありませんが
データフレームの衝突になってしまいます。

2．2　仮想グループ化
膨大な端末数の無線システムで、 CSMA/CA を用いる際の課題として , トラヒック輻輳時のスルー

プット劣化があります。スループットとは無線システムの入力として送信しようとしたデータ量に対し
て実際に受信されて運ばれたデータ量のことを言います。想定されるシステムでは 1台のアクセスポイ
ントに 6000 台以上のセンサ端末を同時に収容する必要があります。この時、例えばショッピングモー
ルに設置されたセンサ端末で火災が発生した時に煙センサ等が一斉にデータフレーム送信を行います。
端末からアクセスポイントへの輻輳が起こり、結果としてスループット劣化に至ります。この現象は
CSMA/CAの原理を考えれば容易に想像できます。つまり端末台数が多くなればなるほど、サイコロ

を振る時に同じ目の端末が多くなるからです。
この課題を解決するためには、端末からのトラヒックの輻
輳を緩和することが必要であり、同時にデータフレーム送信
を試みる端末数を意図的に減らすグループ化が有効です。図 5
に端末のグループ化を示します。こうすれば、6000 台の端末
があったとしても、グループ化をすることにより、トラヒッ
クの輻輳によりデータフレームが衝突する確率は下げること
ができます。ただし、この方式ではアクセスポイントから端

図 3　Listen before Talk 方式

図 5　端末のグループ化
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末に対して、どのグループに属してどのような期間だけ通信すれば良いかということを集中制御する必
要があり、アクセスポイントや端末の機能が複雑になるという欠点があります。
当研究室ではこの問題を解決するために、図 4の「フレーム間の間隙」部分を工夫することにより、
端末を仮想的にグループ化する方式を見いだしました。仮想グループ化が実現できれば、アクセスポイ
ントが端末を集中制御することから解放され、装置の複雑さが軽減されます。「フレーム間の間隙」部
分の動作は、ランダム AIFSN（Arbitration Inter-Frame Space Number）方式を用いています。
AIFSN を用いる元々の目的は送信優先度の設定であり、優先度に応じて固定的に AIFSN の値を設定
します。例えば、優先度の高い端末には小さな AIFSN を設定し、早く通信が開始できるようにします。
一方、本ランダム AIFSN 方式では、各端末はサイコロを振る際に、AIFSNの値を [2, AIFSNmax] の
範囲で一様ランダムに再設定します。これにより、図 6に示されるように、全員が同じ AIFSNの値を
用いる場合と比較し , 競合に参加する端末の数が減ります。これは、グループ化によって競合に参加す
る端末を少なくすることと等価であり、仮想グループ化と呼んでいます。
図 7に、ランダムAIFSN方式のスループット特性を示します。本図は、入力トラヒックが増加し輻
輳状態になったとしても、AIFSNmax = 20 程度に設定すれば、仮想グループ化によりスループット特
性が劣化しないことを示しています。

図7　ランダムAIFSN方式のスループット特性図 6　競合に参加する平均端末数

3．電池無しのワイヤレス端末
既に 2章で述べたように、多数のワイヤレス端末から構成されるシステムでは通常運用時のメンテナ
ンスの点で端末のバッテリーレス化が望ましいです。したがって電灯線以外の何らかの手段により、コ
ンデンサ等に充電しながら行う給電が必要です .
図 8 は、例として病院内におけるM2M無線ネットワークを示しており、多数のセンサを必要とする
ことと、近距離の通信であることからマイクロ波送電によりワイヤレス端末のコンデンサへの給電を行
うシステムです。
マイクロ波電力伝送には、電波防護指針により空間内の電力に 1.5 GHz 以上 て は 1 mW/cm2 とい
う制約があるものの、1 cm 四方の面積で原理的には最大 1 mW の給電が可能です。今後、省電力化さ
れた無線 LAN チップの消費電力として、送受信動作時に 100 mW、スリープ時に数 μW と想定すると、
単純にはデューティ比を 1/100 程度に抑えれば良いことになります。周波数の有効利用の観点からマイ
クロ波伝送の無線帯域と通信用無線帯域の共用を考えた場合、時間的に給電と通信を分離した動作（間
欠動作）が必要となります。
図 9に電波暗室の実験風景を示します。左側から 2.4 GHz のマイクロ波送電を行い、右のレクテナア
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ンテナを有する無線 LAN端末で受電するシステムです。無線信号とマイクロ波送電は間欠動作を行っ
ており、センサ端末は、10.24 s おきに送信されるビーコンの受信タイミングの前後 2 s 以外はスリープ
させています。図 10 の上はセンサ端末の消費電流の実測値であり、ビーコンの受信タイミングの前後
で大きな消費電流が計測されています。図 10 の下は送電装置からの送電の有無の実測値であり、ビー
コンの前後を除外して送電していることが確認できます。

図 10　マイクロ波給電と通信のスケジューリング

図 8　病院内のENTERPRICE M2Mシステム 図 9　電波暗室内での実験風景

4．今後の研究の方向性
エネルギー問題や環境問題、メディカルケアといった課題を解決する手段としてあらゆる物に通信機
能を付け、機械と機械の通信を行うシステムの概要について述べました。国際的にも無線 LANやセン
サネットワークの標準化組織である IEEE 802.11ah にてタスクグループを形成し鋭意標準化が進められ
ているところです。伝送速度は低速ながら 1 km程度のセル半径で膨大なセンサ端末を信頼性高く、い
かに簡易に管理運用を行うかが鍵となるでしょう。センサネットワークに対して世界各国の無線帯域が
920 MHz 帯で統一される状況で、通信規格も統一が図られると、無線 LANと同様に広く普及すること
が期待されます。
また、マイクロ波伝送については太陽光発電や様々なエナジーハーベスティング技術とともに、適材
適所で研究開発が進められていくものと考えられます。
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学 生 の 声

「伝える」
情報学研究科　知能情報学専攻　松山研究室　博士後期課程１年　石　川　惠理奈

研究者として生きていくためには、当然ながら得られた成果を論文として正しく言語化することが不
可欠です。しかし近ごろ、それだけでは足りず、さらに相手に「伝わる」形で出力する力が必要だと痛
感しています。論文や研究費の申請書上だけではなく、研究コミュニティの中で自分の研究をアピール
して「こいつはこういう研究をこういうアプローチでやってるんやな」と、まず他研究者に知ってもら
わないことには好機が育たないということです。
例えば、会議の場での研究発表において、「うまくいった」と言えるのはどういう場合でしょうか。

ミスせず穏便に済めば御の字でしょうか。もともと私もその程度の考えでした。しかし研究者のタマゴ
としては、決してこれではいけません。淡々と棒読みで発表する学生の話を、会場のどれだけの人が集
中して聞いてくれ、後で思い出してくれるでしょうか。研究発表の場は、見方を変えれば「会場の研究
者に問題・アプローチの妥当性を一緒に考えてもらえる貴重な時間」だと言えます。わかりやすい発表
に成功すれば、有益な議論・フィードバックの獲得に結びつきます。さらに言えば、研究に興味を持っ
てもらうことで研究者間の繋がりをつくり、新たな道が開かれる可能性もあります。他者に「伝える」
ためには、相応の努力を要します。まず注意を引き付けるため、「見せ方」にもこだわる必要があり、
理解してもらうために聞き手の立場に合わせた表現を選ぶ力が必要です。これらは一朝一夕で身につく
ものではありません。日頃から積極的に議論の場に立って、試行錯誤の中で訓練していくしかないと考
えます。そして最後に、伝わったものを記憶に残すため、勇気を出して積極的に他研究者に話しかける
べきです。たとえ未熟者でも、一合とっても武士は武士、時には胸を張って自分の研究を発信する必要
があると考えています。

「留学生からの教訓」
工学研究科　電気工学専攻　引原研究室　博士後期課程 2年　窪　田　まど華

大学に入学してから常に留学生と接する機会があった。そしてこの冬、私も短期ではあるが海外の大
学で過ごす機会を得ている。それに向けて心掛けなければならない事について、今迄一緒に過ごしてき
た留学生の振る舞いから学んだ事を私なりに要約する。
まず英語や現地の言葉を流暢に話す能力を持っているに越したことは無いが、それが最大の武器では
ない。自分の考えや伝えたい事を持っていなければ、つまり自分自身の研究について十分に理解してい
なければ、どんなに素晴らしい言語変換能力も滑稽に映る。伝えたい事さえしっかり持っていれば、言
語は後から付いて来るのではないかと考える。また現地の食べ物を頂く（出来れば美味しく）というの
はある種、入村の儀式のようなものであると思う。自分たちの食べ物が相手に受け入れられると、何と
なく自分達自身も受け入れられた気になり、じゃあ私達もあなたを受け入れましょうとなる。
さらに多くの留学生が、来日した当初は惨めな気持ちなるそうだ。周りは誰もそんな事を思ってない
のに、疎まれているバカにされていると思って息を潜めてしまうらしい。ここで優しく働き掛けてくれ
る人物が登場すれば良いが、いない場合すれ違いが始まり、鬱屈とし始めた感情は自然と学業への気持
ちも蝕んでしまう事がある。誰かに相談したり、はったりでも良いから人と関わる姿勢を持っていた彼
らは本当に強い。
他にも留学生が教えてくれた事を挙げれば限りが無い。まだまだ彼らの教訓を実行できてはいないが、

彼らと一緒に過ごす環境を整えてくれた大学と彼らに感謝する。
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教室通信

大学改革と電気電子工学科

通信情報システム専攻教授　情報学研究科長　佐　藤　　　亨

大学改革が政権の主要政策の一つに位置付けられ、文部科学省からは大学のミッション再定義をはじ
めとして、矢継ぎ早にさまざまな政策が提示されています。先号の教室通信で北野工学部長がご指摘の
通り、予算や人員の破壊的な削減と並行して、プロジェクトバブルともいうべき状況も現出しています。
本来、教育は最も長期的視点の要求される社会施策であるべきものですが、それが一層困難になりつつ
あります。
MITとハーバードの主唱する公開オンライン講座 edXへの参加など、大学がいやおうなく世界的競
争の渦中に巻き込まれる一方、足元では学生の基礎学力低下と、それ以上に大きな問題である学習意欲
の低下が進行しています。6月の教育研究評議会では「2by2020」と題して、2020 年までに外国人教員
比率や学生の海外留学数など、さまざまな指標の倍増を目指す京都大学の新国際戦略が決定されました。
大学教育に抜本的改革が必要であることを否定する人はいないでしょうし、大規模な機能の改革は組織
の改革をも必要とするのが通例ですが、それが外圧のままに進むことがよい結果を生むとは考えられま
せん。教員の一人一人が自分のこととして組織の在り方を真剣に考えることが重要と思います。国政な
どと同じことで、自分一人が何をしても大勢に影響はないと、皆が思ってしまったときに組織の崩壊が
始まります。卒業生の皆様にも、広い社会の見地からご支援、ご助言を賜れれば幸いです。
京都大学では現在、大学改革特別委員会が設置されて全面的な組織改革が議論の俎上に上がっていま
す。大学執行部から提示される改革案には、激しい議論を反映してたびたび大幅な改訂が加えられてい
ますので、最終形態がどのようなものに落ち着くかは不明ですが、教員組織を教育研究組織から分離す
ることの是非が議論の焦点となっています。電気系教室について過去の組織改革を見ると、平成 7年の
大学院重点化に伴い電気電子工学科が設立されたという先例があります。これは単に 3教室が統合され
たということにとどまらない体制の変更を伴っていました。その時点では、教員の肩書が工学部から工
学研究科に移っただけでしたが、翌年以降エネルギー科学研究科、情報学研究科が相次いで設立され、
複数の大学院研究科に分散した教員が、学部教育組織である学科を構成することになりました。
この改組によって会議の数が倍増するなど、運営の負荷は明らかに増えましたし、電気系 2専攻の桂
移転の後は、物理的な距離も影響して学科の一体感が低下していることは否定できません。今回の組織
改革がさらに構造を複雑化することを懸念する声が強いのもよく理解できます。しかし、複数研究科へ
の分散の影響の小さかった他学科に比べて、電気電子工学科の運営に問題が生じているかというと、決
してそうではなく、むしろ学科が教育組織として機能している点では工学部の模範といえるでしょう。
学生実験など負荷の高い科目にも多くの教員が献身的に参加していますし、アドバイザ制度など学生へ
のケアの面でも他学科に先んじてきました。それぞれの部局での教員選考においても学科兼担の重要性
は十分に認識されていると思います。結局は学科構成員としての帰属意識の問題であって、適正な教育
組織は適切な学術理念の区分のもとに構成されねばならないということと考えます。
上記の国際戦略の一環として、外国人教員の重点的配置が進められようとしています。主たる目的は
全学共通教育における英語科目の増強ですが、学部専門教育の英語化も避けては通れない課題です。現
在の学生の英語力を考えると、科目の単純な英語化は学習内容の低下を招きかねない面もあり、学力低
下に対応しつつ英語力をつけさせるという、極めて難しい課題に取り組む必要があります。再び基本に
戻って電気電子工学科の教育の在り方を再検討することが求められています。
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編集後記

　cue は 30 号という区切りの号を迎えました。このような区切りの号で編集後記を書かせて頂く幸運
に感謝しております。編集後記を書くにあたり、いくつかの号を拾い上げて、掲載記事より教室の動向
を調べてみました。記念すべき創刊号である 1号（1998 年 6 月）では、情報学研究科の発足について報
告されています。2号（1998 年 12 月）では電気教室創立百周年記念行事について報告されており、前
年（1997 年）の京都大学創立百周年記念事業も含めて当時の様子を思い出させます。3号（1999 年 6 月）
では、大学院重点化に伴い 1研究室あたりの面積が減少し、研究環境の息苦しさを感じるとの記事があ
り、過渡期の教室の状況を垣間みることができます。5号（2000 年 6 月）では桂キャンパスの新設と移
転について報告されており、物理系の移転が昨年度（2012 年度）実施されたことからも長期にわたるキャ
ンパス移転の困難な道のりを感じます。20 世紀最後の発刊となる 6号（2000 年 12 月）では、新世紀（21
世紀）においても記事を充実させていく旨が述べられています。10 号（2002 年 12 月）には、21 世紀
COEプログラムの採択と拠点概要について報告されています（ちなみに、筆者はサポートを受けた学
生の一人です）。15 号（2006 年 1 月）では、電気系の人気が下降していることについて記事が掲載され
ていますが、現在ではどうでしょうか。このように、適当な（どのような？）サンプリングの下でも、
電気関連教室の重要な記事が掲載されており、cueが電気系教室や卒業生の最新の話題を提供するメディ
アとして機能してきたことを実感した次第です。今後共 cue 及び電気関係教室への変わらぬご支援をお
願い申し上げます。最後になりましたが、ご多忙のところ 30 号にご寄稿頂いた皆様をはじめ、多くの
皆様のご援助に厚く御礼申し上げます。

（Y.S. 記）
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